
調達等が困難 標 予　定指標値
になることから、新たな無線機への更新が必要になりま 3

実　績 －－－す。

名称 単位
活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

発生が予測されている都心南部直下地震等の大規模災害を見据え、資機材の充実強化を図ります。

【第2期「健康都市やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】

今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9713

一般会計

事務事業名 消防団活動用資機材整備事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 施設係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

消防団員 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 16,335 5,100 3,452

人件費 3,358 3,354 2,823

目　的 総事業費 19,693 8,454 6,275

消防団員の災害活動の充実、強化を図ります。 4年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 1,223

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

消防団が行う災害活動に対し、適切な資機材を選定し整 その他 0

備します。 一般財源 2,229
合　計 3,452

３.活動内容

名称 消火用資機材 単位 本
活

内容説明 消防用ホースを計画的に整備します。動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 51 34 34指標値
1

実　績 51 34 －－－成　果（効果･予測）

消防団の災害対応力を維持することは、災害時の初動体 名称 単位
制を確立し、被害を最小限に抑えることに効果がありま 活

内容説明す。 動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

使用中の無線機の製造中止により、部品の



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

31年度 2年度 3年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮

Ａ Ａ Ａ



標値
2

実　績 100 89 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

・消防活動用資機材は、耐用年数の限られているものが 標 予　定指標値
　多く、資機材の整備計画に基づき、更新整備を行う必 3

実　績 －－－　要があります。

・近年の複雑多様化する災害及び地震災害に対応するた 名称 単位
　めに、資機材を整備する必要があります。 活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

多種多様化する災害現場において、市民の生命・身体及び財産を災害から保護するとともに、これらの災害

による被害を最小限に軽減するため、消防活動用資機材を計画的に整備します。

今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9722

一般会計

事務事業名 消防活動用資機材整備事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 警防係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

消防職員 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 17,609 9,218 11,585

人件費 2,099 2,096 2,515

目　的 総事業費 19,708 11,314 14,100

安全かつ迅速な消防活動と、効果的な災害防ぎょ活動を 4年度事業費（予算額）財源内訳
行うために必要な資機材の整備を行います。 国支出金 0

県支出金 880

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

消防活動に必要な資機材及び装備品を計画的に整備しま その他 0

す。 一般財源 10,705
合　計 11,585

３.活動内容

名称 空気呼吸器用ボンベ購入 単位 本
活

内容説明 空気呼吸器の交換用ボンベを整備します。動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 17 1 14指標値
1

実　績 17 1 －－－成　果（効果･予測）

消防力を維持向上することで、災害対応力が充実し、災 名称 消防用ホース購入 単位 本
害からまちを守ることができます。 活

内容説明 消火活動に欠かせない消防用ホースを整備します。動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 100 89 104指



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
消防力のひとつである消防活動用資機材の整備は、消防の責務であり、消防責任を有

する市が整備する必要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 消防活動用資機材整備計画を定め、適正かつ効率的に新規更新整備を行っています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

31年度 2年度 3年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
人件費は、発注をまとめるなどして、効率的な予算執行業務を行っています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
災害対応用の資機材であるため、受益・負担は適正に行われています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
環境負担を軽減するため、納品時における梱包の簡素化を徹底しています。

Ａ Ａ Ａ



－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

市民の安全・安心を守っていくため、消防力の整備のひ 標 予　定指標値
とつとして、消防車両等の計画的な更新を行い、安全か 3

実　績 －－－つ迅速に活動ができる体制の構築を図っていくことが求

められます。 名称 単位
活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

消防力の低下を防ぐため、消防車両等更新基本計画に基づき消防車両を適正かつ計画的に新規更新整備しま

す。また、緊急車両に該当しない車両については、車両の状態から判断し、更新の延伸が可能な車両は、更

新を延伸し事業費の削減に努めます。
今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9723

一般会計

事務事業名 消防車両整備事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 警防係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称 道路運送車両法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

消防用車両 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 123,957 323,785 48,096

人件費 6,612 6,596 6,596

目　的 総事業費 130,569 330,381 54,692

災害活動の中心となる消防車両を整備し、消防力の向上 4年度事業費（予算額）財源内訳
を図ります。 国支出金 13,572

県支出金 17,185

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 16,900

複雑多様化する災害に対応するため、また車両の老朽化 その他 0

に伴う消防力の低下を防ぐため、消防車両等更新基本計 一般財源 439

画に基づき、各車両の更新・整備を行います。 合　計 48,096

３.活動内容

名称 購入車両数 単位 台
活

内容説明 整備の必要のある車両数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 2 3 1指標値
1

実　績 2 3 －－－成　果（効果･予測）

老朽化した消防車両を更新することで、消防力の維持向 名称 単位
上が図れ災害対応力が向上します。 活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
消防力のひとつである消防車両の整備は、消防の責務であり、消防責任を有する市が

整備する必要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 消防車両等更新基本計画に基づき、計画的な新規更新整備を進めています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

31年度 2年度 3年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
国庫補助金及び県補助金を活用して整備しているため、利用する補助金の種類が増え

ることにより業務量は増加することとなりますが、市費の節約に努めます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
消防の責務を果たすために必要不可欠な消防車両を整備しており、受益・負担は適正

に行われています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
消防車両本体は、できる限り環境整備を満たしているものを採用しています。

Ａ Ａ Ａ



度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 50 35 40指標値
2

実　績 31 31 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

・公共施設の長寿命化計画に鑑み、建物及び設備の老朽 標 予　定指標値
　化について、計画的な維持補修を実施していく必要が 3

実　績 －－－　あります。

・昭和５５年３月に竣工し令和４年度で築４２年が経過 名称 単位
　する消防本部庁舎施設の修繕及び建て替え計画を策定 活

内容説明　していく必要があります。 動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

庁舎の維持補修は、予算の範囲内において計画的に執行します。

今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9691

一般会計

事務事業名 消防庁舎維持管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 施設係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

消防庁舎 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 65,504 67,444 68,235

人件費 10,181 10,146 7,939

目　的 総事業費 75,685 77,590 76,174

消防庁舎を適切に維持管理します。 4年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

光熱水費の管理、施設消耗品の購入、庁舎清掃委託等の その他 620

施設維持、庁舎維持補修計画による修繕及び突発的な設 一般財源 67,615

備の故障などに予算の範囲内において対応します。 合　計 68,235

３.活動内容

名称 保守委託件数 単位 件
活

内容説明 機器の保守及び庁舎管理業務動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 18 18 17指標値
1

実　績 20 17 －－－成　果（効果･予測）

防災拠点となる消防施設を適切に維持することで、円滑 名称 庁舎施設の修理件数 単位 件
に職務が遂行できるとともに、緊急時には機能を有効に 活

内容説明 施設の修繕活用し、災害活動体制を整えることができます。 動

指 2年



87 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

・防火水槽用地のうち、７箇所については、賃貸借契約 標 予　定指標値
　によるものであり、貸主の都合により返還を要求され 3

実　績 －－－　る場合があります。

・定期的な維持補修で不具合の発生を防げる施設ではな 名称 単位
　いため事業費が一定しません。 活

内容説明・市内に多数点在している防火水槽の老朽化に伴い、今 動

　後の補修工事計画の策定が課題となります。 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

・消防隊による月１回の適切な点検により、異常個所の把握に努め、早期修繕を行うことで消防水利の万全

　な状態を維持します。

・市民へのスタンドパイプ消火資機材の取扱訓練等の回数が増加したため、消火栓及び排水栓の水道施設管
今後の方針等

　理者である大和水道営業所との調整事務を円滑に進めます。

令和３年度　事務事業評価表
9702

一般会計

事務事業名 消防水利施設維持管理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 警防係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称 消防法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和34年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市内公設消防水利施設 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 9,360 14,704 14,651

人件費 1,679 1,677 3,354

目　的 総事業費 11,039 16,381 18,005

消火栓、防火水槽の消防水利施設を常に適正な状態に維 4年度事業費（予算額）財源内訳
持します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

市内に設置されている消火栓、防火水槽を消防隊が毎月 その他 0

点検して、発見した不具合箇所の補修を行います。 一般財源 14,651
合　計 14,651

３.活動内容

名称 防火水槽修理件数 単位 件
活

内容説明 防火水槽本体を修理した件数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 1 3 3指標値
1

実　績 3 3 －－－成　果（効果･予測）

消火活動に支障を及ぼすことなく、市民の安全・安心が 名称 消火栓維持管理件数 単位 件
図られます。 活

内容説明 消火栓を点検した件数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 1,385 1,387 1,389指標値
2

実　績 1,385 1,3



町村や関係機関から応 標 予　定 10 10 10指標値
　援隊を受援し、連携して災害対応を図ります。 1

実　績 1 8 －－－成　果（効果･予測）

市単独での消防力には限界があるため、消防機関が相互 名称 緊急消防援助隊の派遣隊員数 単位 人
に応援、受援を行うとともに、他機関と連携することで 活

内容説明 大規模災害等の発生により、派遣した隊員の延べ人数です。専門的な見地から安全管理や災害に対する対応を行うこ 動

とで、大規模災害又は特殊災害に的確に対応することが 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

できます。 標 予　定 10 10 10指標値
2

実　績 0 4 －－－

名称 合同訓練の参加回数 単位 回
活

内容説明 大規模災害を想定した各消防機関との訓練回数動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

・応援協定を適切に履行するには、協定締結先との活動 標 予　定 5 8 8指標値
　要領の調整が必要です。 3

実　績 1 3 －－－・消防活動を的確に行うには、消防機関が相互の地理状

　況及び水利状況を把握し、常に最新の情報を共有する 名称 単位
　必要があります。 活

内容説明  ※令和３年度は、新型コロナの影響で合同訓練の一　 動

　部が中止。 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

・県下消防相互応援協定、東名高速道路消防相互応援協定及び緊急消防援助隊の受援、応援が適切かつ迅速

　に行えるように関係機関との連絡調整及び合同訓練を継続して行います。

・県内消防広域応援体制に係る航空機応援実施要領に基づき航空機特別応援を円滑に実施できるよう、川崎
今後の方針等

　市航空隊及び横浜市航空隊との連携訓練を継続していきます。

令和３年度　事務事業評価表
9704

一般会計

事務事業名 都市間等災害協力推進事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 警防係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

近隣都市及び関係機関 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 1,146 875 1,098

人件費 1,259 1,677 1,985

目　的 総事業費 2,405 2,552 3,083

大規模な災害又は特殊な災害の発生時に、適切な対応が 4年度事業費（予算額）財源内訳
できるように他機関との連携を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・他市町村及び関係機関と応援協定等を結び災害時等の その他 0

　連携強化を図るとともに、会議等を通じて情報交換を 一般財源 1,098

　行います。 合　計 1,098

・他都市での大規模災害時には、消防組織法に基づき消 ３.活動内容
　防庁長官の指示又は求めに応じ、緊急消防援助隊を被 名称 会議の回数 単位 回
　災地へ派遣し、応援活動を実施します。 活

内容説明 事務担当者会議などで、情報交換を実施しています。・神奈川県内消防広域応援実施計画に基づき県内消防機 動

　関と連携強化を図ります。 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

・本市での大規模災害時には他市



動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

車両の基本性能は、向上していますが、２０年以上使用 標 予　定指標値
するため、車両及びポンプ性能の維持管理が難しくなり 3

実　績 －－－ます。

名称 単位
活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

消防団員による日常点検、消防署所で実施する車両点検等により、異常個所の早期発見に努めるとともに法

定点検等を定期的に行い、車両の維持管理に努めます。

今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9710

一般会計

事務事業名 消防団車両維持管理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 施設係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称 道路運送車両法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

消防団車両 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 3,745 3,693 3,763

人件費 839 838 838

目　的 総事業費 4,584 4,531 4,601

消防団車両を適切に維持管理することで災害及び事案に 4年度事業費（予算額）財源内訳
対して迅速に対応できるようにします。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

年間整備計画に基づき、全車両の点検整備等を実施しま その他 0

す。また、運行に必要な保険手続き、燃料費の支払いを 一般財源 3,763

行います。 合　計 3,763

３.活動内容

名称 車両の点検整備数 単位 台
活

内容説明 法定点検実施台数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 17 17 19指標値
1

実　績 17 17 －－－成　果（効果･予測）

災害発生時、常に円滑な出動体制を確保できます。 名称 車両の保険手続数 単位 台
活

内容説明 車検に伴い、保険等の継続を行います。動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 7 12 7指標値
2

実　績 7 12 －－－

名称 単位
活

内容説明



7 0指標値
2

実　績 51 6 －－－

名称 防火長靴の整備数 単位 足
活

内容説明 災害現場での安全を確保する被服の整備動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

消防団への入団促進と団員の安全確保のため、活動服の 標 予　定 51 34 34指標値
定期的な更新が必要です。 3

実　績 51 34 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

消火活動時に必要な消防団員の防火衣一式を整備し、消防団被服の充実強化を図ります。

今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9711

一般会計

事務事業名 消防団員被服貸与事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 施設係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

消防団員等 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 12,911 3,148 4,383

人件費 2,834 2,823 2,712

目　的 総事業費 15,745 5,971 7,095

消防団員と災害消防協力隊の災害活動時の安全を確保し 4年度事業費（予算額）財源内訳
ます。 国支出金 0

県支出金 1,410

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・消防団員に被服及び防火衣等を貸与します。 その他 0

・被服は損傷状態に応じて、消防団員に再貸与します。 一般財源 2,973
合　計 4,383

３.活動内容

名称 消防団員被服整備実績 単位 式
活

内容説明 消防団員への被服一式貸与実績数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 30 15 20指標値
1

実　績 30 10 －－－成　果（効果･予測）

消防団員各個人の体型にあった被服を貸与することで、 名称 防火帽・防火衣（上衣）・防火ズボンの整備数 単位 式
効率的な消防活動と安全が確保できます。 活

内容説明 災害現場での安全を確保する被服の整備動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 51 1



15 20 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

・消防団施設は、市内に１８箇所ありますが、昭和５０ 標 予　定指標値
　年代に建築された施設もあり、外壁、内装の補修が必 3

実　績 －－－　要です。

・ホース干塔が老朽化しており、錆対策等を検討する必 名称 単位
　要があります。 活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

・車庫詰所の機能が継続的に維持できるように、外装、内装の修繕を計画的に実施します。

・消防団員の健康面及び環境を考慮するとともに、衛生面に配慮した施設を整備します。

今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9712

一般会計

事務事業名 消防団車庫詰所施設維持管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 施設係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

消防団車庫詰所施設 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 7,021 6,825 7,069

人件費 5,876 5,869 4,500

目　的 総事業費 12,897 12,694 11,569

消防団車庫詰所を適切に維持管理します。 4年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・各消防団からの修理依頼に基づき、担当者が各施設を その他 0

　調査し１８施設の補修を行います。 一般財源 7,069

・定期的に各施設を調査し維持補修を行います。 合　計 7,069

３.活動内容

名称 消防団施設の修理件数 単位 件
活

内容説明 老朽化に伴い行った各施設の修理件数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 20 20 20指標値
1

実　績 11 5 －－－成　果（効果･予測）

消防団拠点施設を計画的に修繕することで、施設の機能 名称 修繕箇所の調査 単位 回
を維持することができます。 活

内容説明 車庫詰所の修繕箇所の確認動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 20 20 20指標値
2

実　績



する災害に対する地域の防災リーダーとしての 動

　役割を果たしています。 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 11,000 11,000 0指標値
2

実　績 4,362 4,637 －－－

名称 出動報酬 単位 人
活

内容説明 災害出動4,000円／日又は8,000円／日、訓練等3,000円／日動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

・消防団員の報酬は前期、後期の年２回支出しているた 標 予　定 0 0 9,337指標値
　め支給時期に事務量が増加します。 3

実　績 0 0 －－－・災害出動、警戒・訓練等の出動手当は毎月支給してい

　るため、月初めに事務量が増加します。 名称 消防団員退職報償金 単位 人
・退職報償金については、年度により変動します。 活

内容説明 ５年以上勤務して退職した人員　 動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 18 25 10指標値
4

実　績 3 11 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

・今後もイベント会場等での消防団入団促進を行います。

・女性消防団員の入団促進及び活動の範囲を検討します。

今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9714

一般会計

事務事業名 消防団員手当等支給事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 施設係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

消防団員 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 25,543 29,646 50,283

人件費 4,093 4,081 4,278

目　的 総事業費 29,636 33,727 54,561

消防団員の活動に対して報酬・出動手当を支給します。 4年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

消防団員の報酬、水火災及び警戒又は訓練等のために出 その他 3,010

動した回数に応じた手当の支給並びに退団者（５年以上 一般財源 47,273

在団者）への退職報償金の支給を行います。 合　計 50,283

３.活動内容

名称 消防団の役員及び団員の報酬支給人員 単位 人
活

内容説明 年額を定められた年間２回の支給者数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 250 250 240指標値
1

実　績 204 207 －－－成　果（効果･予測）

・消防団員の活動に対して、手当を支給することにより 名称 費用弁償（出動手当） 単位 人
　活動への意欲を高めます。 活

内容説明 警戒・訓練のための出動の人員・多様化



年度) 4年度

受診率を上げるため、実施日時等を検討する必要があり 標 予　定指標値
ます。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

企業等に勤める消防団員が受診しやすい土曜・日曜に実施し、受診率の向上を図ります。また、健康診断を

受診できない団員で、勤務先で健康診断を実施している時には、健康診断結果の提出を依頼します。

今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9715

一般会計

事務事業名 消防団員健康管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 施設係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称 労働安全衛生法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和34年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

消防団員 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 969 947 1,375

人件費 1,259 1,258 838

目　的 総事業費 2,228 2,205 2,213

災害活動での安全管理のため、消防団員の健康維持増進 4年度事業費（予算額）財源内訳
を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

消防団員の健康状況を把握する必要があることから、年 その他 0

１回の健康診断を実施します。 一般財源 1,375
合　計 1,375

３.活動内容

名称 消防団員健康診断 単位 回
活

内容説明 年1回の実施動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 1 1 1指標値
1

実　績 1 1 －－－成　果（効果･予測）

消防活動中に疾病等に起因した公務災害が発生すること 名称 健康診断受診者数 単位 人
を防ぐことができます。 活

内容説明 消防団員の健康診断及び結果提出者数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 250 250 207指標値
2

実　績 126 147 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 2年度 3年度 (当該



活動に必要な知識 名称 実務研修の開催回数 単位 回
・技術を習得することで、多種多様化する災害への対応 活

内容説明 消火、救命の実務研修を開催し団員の技術向上を図ります。能力と活動技術の向上が図られ、地域の防災リーダーと 動

しての役割を果たしています。 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 4 4 4指標値
2

実　績 0 2 －－－

名称 市操法大会実施回数又は県操法大会出場回数 単位 回
活

内容説明 消防操法を通じ、消火技術と指揮統制の向上を図ります。動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

消防団員は本来の職業を持っており、近年、特に企業等 標 予　定 1 1 1指標値
に勤める団員が増加しているため、平日の研修・訓練な 3

実　績 0 0 －－－どが負担になっています。

名称 単位
活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

全消防団員対象に実践的な研修を行い、県又は県消防協会が実施する専門研修に多くの消防団員を派遣でき

るように計画します。

【第２期「健康都市　やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】
今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9716

一般会計

事務事業名 消防団員研修・技術向上支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 施設係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

消防団員 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 430 771 856

人件費 2,938 2,934 3,354

目　的 総事業費 3,368 3,705 4,210

消防団員の災害活動に必要な知識・技術を習得する場を 4年度事業費（予算額）財源内訳
提供し、災害対応力の向上を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・知識・技術の習得を図るため、神奈川県消防学校にお その他 0

　ける研修に消防団員を派遣します。また、実務研修会 一般財源 856

　などを開催します。 合　計 856

・消防操法大会に向けた訓練を通じ、消火及び器具取扱 ３.活動内容
　い技術の向上を図ります。 名称 神奈川県消防学校における研修への参加人数 単位 人
※令和３年度は、新型コロナの影響で一部の事業を中　 活

内容説明 神奈川県消防協会が主催する各種講習に参加します。　止。 動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 17 17 17指標値
1

実　績 0 3 －－－成　果（効果･予測）

消防団員が研修及び訓練を通じ、消防



導のほか 標 予　定指標値
各種地域行事の警備を実施しており、大規模災害発生時 3

実　績 －－－には、地域との連携を活かした消防、防災活動を行う組

織であり、今後も重要な役割を担っていくものと考えら 名称 単位
れますが、団員不足が課題となっています。 活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

今後も各地域で活動している消防団の運営に必要な通信運搬費などの支給を行っていきます。

【第2期「健康都市やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】

今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9717

一般会計

事務事業名 消防団運営支援事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 施設係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和34年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

消防団本部及び各分団 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 1,900 1,900 1,900

人件費 839 838 838

目　的 総事業費 2,739 2,738 2,738

消防団の活動が円滑に行えるようにします。 4年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

消防団本部並びに各分団及び班に対して、消防団運営に その他 0

必要な通信運搬費などを支給します。 一般財源 1,900
合　計 1,900

３.活動内容

名称 運営資金対象数 単位 団体
活

内容説明 １消防団本部１２分団５班への支援、補助動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 18 18 18指標値
1

実　績 18 18 －－－成　果（効果･予測）

消防団の運営を支援していくことで、災害に対して常に 名称 単位
迅速な活動が実施できる体制を確立します。 活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

消防団は、各地域で実施される地域防災訓練指



・県営水道を利用しているため、配水管が敷設されてい 標 予　定指標値
　ない地域及び口径の小さい配水管には消火栓を設置す 3

実　績 －－－　ることが難しく、未整備地区への設置が困難となりま

　す。 名称 単位
・交通量の多い国道等では、消防ホースの横断が困難と 活

内容説明　なり、消防活動に支障をきたすことから設置基準を見 動

　直す必要があります。 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

・大和水道営業所の配水管工事の実施にあわせて設置を行います。

・未整備地域への配水管敷設による消火栓の増設について、今後も、大和水道営業所と調整を図ります。

・区画整理事業及び大規模な開発を行う事業者に対し、消火栓の設置協力を依頼し整備を図ります。
今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9719

一般会計

事務事業名 消火栓設置事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 警防係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防法

根拠法令 名　称 水道法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市内における消火栓の設置を必要とする地域 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 623 0 685

人件費 839 838 838

目　的 総事業費 1,462 838 1,523

火災発生時に迅速な防ぎょ活動をするため、効果的に消 4年度事業費（予算額）財源内訳
防水利を設置します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・消火栓が不足する地域に毎年数基設置します。 その他 0

・消防水利の整備計画に基づく目標数は１，４７２基で 一般財源 685

　す。(現状、公設消火栓１，３８７基） 合　計 685

３.活動内容

名称 消火栓新規設置数 単位 基
活

内容説明 新たに設置した消火栓の数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 2 2 2指標値
1

実　績 2 0 －－－成　果（効果･予測）

消火栓を設置することで、消防活動が迅速に実施でき火 名称 単位
災による被害を軽減することができます。 活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度



れていることから設置 標 予　定指標値
場所が偏在し、未設置地区も残っています。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

・設置にあたっては、国庫補助金等の利用を積極的に行います。

・未設置地区も残っていることから、市の開発事業と連携し、効果的な設置を行います。

今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9720

一般会計

事務事業名 防火水槽設置事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 警防係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和34年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市内全域に設置してある防火水槽 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 0 0 0

人件費 839 838 838

目　的 総事業費 839 838 838

火災等の発生時に対応する、消防水利の充実を図り 4年度事業費（予算額）財源内訳
ます。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

消防水利の設置基準に基づき、４０立方メートル型耐震 その他 0

性貯水槽を防火水槽未設置地域内にある公園等の公共施 一般財源 0

設に設置します。 合　計 0

３.活動内容

名称 耐震性貯水槽新規設置数 単位 基
活

内容説明 新たに設置した耐震性防火水槽動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 0 0 0指標値
1

実　績 0 0 －－－成　果（効果･予測）

地震災害時等における消火栓の使用不能事態において、 名称 単位
迅速、的確な消火活動が行えるほか、生活用水の確保に 活

内容説明も効果を発揮します。 動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

防火水槽は確保できる用地が限ら



) 4年度

標 予　定 4 4 4指標値
2

実　績 0 0 －－－

名称 歳末特別警戒 単位 世帯
活

内容説明 消防署、消防団により実際に警戒した世帯数動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

市民の災害に対する自助、共助の意識向上を図るため、 標 予　定 106,000 106,000 110,000指標値
近年、全国で発生した災害の態様及び傾向などを含め、 3

実　績 0 106,000 －－－適切な啓発を実施する必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

・新型コロナウイルス感染症の関係で、毎年引地台公園令和広場で実施している消防出初式の開催を見送　

　り、令和２年度に引き続き代替としてYouTubeを活用した啓発を行いました。

　１月の配信開始から５月中旬までの約４か月間で、動画視聴回数は約１０，０００回でした。
今後の方針等

・今後も毎年行っている消防出初式とともに、様々な工夫をこらして、市民の皆様により効果的な火災予防

  思想の啓発を行います。

令和３年度　事務事業評価表
26190

一般会計

事務事業名 消防啓発事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 警防係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成21年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 54 0 568

人件費 5,668 5,646 7,101

目　的 総事業費 5,722 5,646 7,669

消防啓発事業を実施することにより、市民、企業の災害 4年度事業費（予算額）財源内訳
対応意識を高めます。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・市民の消防に対する認識を深めていただくため、消防 その他 0

　出初式を実施します。 一般財源 568

・企業、消防団及び消防署による合同訓練、イベントな 合　計 568

　どの消防啓発事業を実施します。 ３.活動内容
※令和３年度は、新型コロナの影響で一部の事業手法を 名称 消防出初式 単位 人
　変更 活

内容説明 市民の見学者数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 1,800 1,800 1,800指標値
1

実　績 0 0 －－－成　果（効果･予測）

市民の消防行政全般の理解及び災害対応への認識が高ま 名称 企業、消防団及び消防署による合同訓練 単位 団体
ります。 活

内容説明 訓練に参加する企業の数動

指 2年度 3年度 (当該年度



報共有システムを活用した訓練を実施します。動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

災害情報機器等の使用については、経験と技術が必要と 標 予　定 0 0 12指標値
なることから、整備後、職員に対して、適正な訓練を実 3

実　績 0 0 －－－施する必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

災害対応のために必要となる情報を収集し活用します。

【第2期「健康都市やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】

今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
41646

一般会計

事務事業名 災害情報機器等整備管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 警防課 施設係 大内　一範

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

航空法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成30年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

災害情報機器等 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 4,822 3,719 6,680

人件費 3,358 3,354 6,177

目　的 総事業費 8,180 7,073 12,857

災害対応のために必要となる情報を、効率よく収集し、 4年度事業費（予算額）財源内訳
活用します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

災害情報機器等を整備して、常に適正な状態で管理しま その他 0

す。 一般財源 6,680
合　計 6,680

３.活動内容

名称 無人航空機操作員数 単位 人
活

内容説明 無人航空機操作員の目標人数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 50 12 11指標値
1

実　績 64 12 －－－成　果（効果･予測）

災害による被害の早期把握及び拡大防止のため、必要な 名称 無人航空機活用実績件数 単位 件
情報を効率よく収集します。 活

内容説明 災害等で飛行した実績件数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 2 2 2指標値
2

実　績 0 1 －－－

名称 遠隔情報共有システムを活用した訓練 単位 回
活

内容説明 遠隔情


